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先に実施した視察研修概要について、下記のとおり報告いたします。 

記 

１ 期  日  令和８年７月 21日（火）～23日（木） 

２ 研 修 地  静岡県掛川市、愛知県西尾市 

３ 研修内容 

 (1) 静岡県掛川市 

   「議会改革の取組について」 

 (2) 愛知県西尾市 

   「地域公共交通計画について」 

４ 参 加 者  市村喜雄（代表）、鈴木正勝、石堂正章、鈴木洋二、柏村修吾 

５ 概  要  行政調査日程及び調査内容は別紙添付資料のとおり 



静岡県掛川市「議会改革の取組について」 

 

１ 日    時 令和８年７月２１日（火）１４時００分から１５時３０分 

 

２ 場    所 掛川市役所本庁舎 

 

３ 説 明 者 掛川市議会事務局 

 

４ 概  要 

掛川市議会は、透明性の向上、市民参加の拡大、政策立案機能の強化、ＩＣＴ

活用など多方面で議会改革を進めている。主な取組は以下のとおり。 

⚫ 議員定数削減 

30席から 21 席へ段階的に削減し、議会の効率化と市民ニーズへの迅速な

対応を実現した。 

⚫ ICT活用と情報公開 

本会議のインターネット中継や手話通訳付き中継を実施。議案資料や表決

結果を公開し、タブレット端末導入によって議会活動の効率化を図っている。 

⚫ 市民参加の強化 

複数会場での議会報告会や子ども議会を開催し、託児サービスも導入。市

民や高校生との意見交換で参加機会を拡大した。 

⚫ 政策立案の充実 

2013 年の基本条例制定以降、政策討論会や委員会調査研究を２年サイク

ルで実施し、多様な政策提言を行う。 

⚫ 議会運営の効率化 

一問一答方式、代表質問制度の導入、会議規則・服装規定の見直しで議会

活動の効率化を推進した。 

⚫ 危機管理・防災対応 

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定・見直し、防災訓練の実施、防災意識向上

条例の制定により体制整備を強化した。 

⚫ 透明性と説明責任の強化 

政務活動費領収書のネット公開、費用弁償の廃止、政策提言の内容や反映

状況の報告を通じて説明責任を果たす。 

【具体例】 

「選挙のこれからのカタチ」「認知症支援まちづくり」などの政策提言が実施

され、議会報告会での市民意見を政策に反映。ICT活用による情報発信の強化や、

託児・手話通訳の導入で誰もが参加しやすい環境づくりを推進している。以上の



取組により、掛川市議会は市民協働を軸に、先進的な議会改革を着実に進めてい

る。 

 

５ 所  感 

（１） 市村喜雄 

政策立案については、自由討議に努め、議論を尽くし、市政反映に向け合意形

成を図る理念先行型の議会基本条例に基づいて取り組んでいる、各常任委員会

活動には敬意を表すとともに、当須賀川市議会においても同様の活動を行って

いるが、自由討議とともに議論が足りないことを感じた。 

議会報告会については、政策立案した内容を発表し、市民からの意見を参考に

全議員が共有するという、簡単なようで大切な取組だろうと考える。 

令和７年度の議会から市長への提言の中で、「物流拠点が果たす掛川市発展の

可能性について」を具体的な事例としての政策立案サイクルの流れ等を詳しく

調査したかったが、深い話は聞けなかったのは残念だった。 

最後に、平成 27年度から調整官の配置（再任用職員）、議員からの相談業務、

調査資料の提供、事務局職員の支援などを行っている。このような議会の機能を

高めるための取組を考えてみることを提言したい。 

 

（２） 鈴木正勝 

掛川市では、議会事務局の鈴木康倫主幹から、議会改革・議会活性化へ向けた

取組の経緯と進捗状況等について及び事前に質問事項として申出をした内容に

ついての説明を受けながら、質疑応答を行った。 

掛川市では、平成 26 年１月から政策討論会を開始し、実施方法等について、

運営方法、テーマの決め方、政策提言とする基準を明確に決めた上で、議会とし

て、議長から市長に提言している。 

また、政策提言について、市政反映の検証として、①全員協議会で「市議会政

策提言に係る施策への反映状況について」報告、②予算決算常任委員会と３分科

会（委員会）での審査、③一般質問あるいは代表質問による追跡チェックを実施

している。 

尚、今後の課題として、提言に係る成果・効果等の検証、財源措置に結び付く

政策提言となるよう、実施時期を検討するとしている。また、特に、議員提案に

よる条例制定が実施されており、平成 28年４月に「掛川市健康医療基本条例」、

平成 31 年４月に「掛川市防災意識の高いまちづくりを推進する条例」、令和６

年４月に「掛川市もったいないを合言葉にカーボンニュートラルを推進する条

例」が施行されている。 

さらに、議会の機能を高めるため、平成 27年度から調整官(再任用職員)を配



置し、①議員からの相談業務、②調査資料の提供、③事務局職員の支援などを行

っている。調査の中で、掛川市議会では、令和６年７月２日に、特別委員会で作

成した独自の予算決算説明書を令和７年 12月末更新の統合内部システム更新時

に反映するよう政策提言を行い実現している。 

この新しい説明書は、予算投入や財源内訳欄が設けられ充実した内容となっ

ており、当市でもシステム更新時に合わせた改善が図られるよう準備を図るべ

きとの感想を持った。 

また、今後の当市議会においても、政策立案機能を強化して、議員提案による

条例制定までしっかり議論していくために、大変参考になる調査となった。 

 

（３） 石堂正章 

静岡県掛川市は、人口約 11万 4,000人、面積 265㎢（面積の半分が森林地帯）、

政令指定都市の静岡市と浜松市の中間点に位置している、全国に先駆けて「生涯

学習都市宣言」をした市であります。 

『議会改革』の取組としては、平成 20年「本会議インターネット中継導入」、

平成 25年「掛川市議会基本条例策定」、「議会報告会」開始、平成 26年「政策討

論会（政策討論→政策提言）」開始、平成 28年「かけがわ子ども議会（後に、か

けがわ中学生議会に名称変更）」、「議員定数削減（24 議席→21 議席）」、平成 31

年「掛川市議会ＢＣＰ策定」、令和３年「タブレット端末導入」、令和８年「全員

協議会の録画配信の実施」などの改革を推進している市議会であります。 

特に「政策立案」を目的とした、議会機能を高める施策を基本条例に明記して

いて、議員発議の条例制定に積極的に取り組まれている、議会改革を継続して取

り組み、議会活性化に真摯に向かっている議会であることを研修いたしました。 

常任委員会を中心として運営している議会報告会、議会内で運営していて、主

に常任委員会が立案した政策に対して議会内で討論を重ね、提言可能な政策の

まとめと市当局への政策提言、そして市政反映の検証・実施までの流れがある政

策討論会を始めとした、継続した改革による議会の活性化は、広く市民の方々と

近い存在としての「市議会」を目指したものであると考えられ、須賀川市議会で

も大いに取り入れるべき改革の考え方であり、実行の着手の手法として勉強に

なりましたので、今後の当市議会での活動に活かしていくことが重要だと考え

ました。 

是非とも、一人でも多くの賛同が得られるように、この考え方を手本として活

動していきたいと思います。 

また「調整官の配置」という、議会の機能を高めるために「調整官」として再

任用職員を配置していることは、大変興味深いものであります、この「調整官」

は、在職時が部長級であった方の、豊富な経験と知識を活用して、議員からの相



談、調査資料の提供、事務局職員の支援などを行っているということですので、

議員資質の向上にも繋がる、とても良い取組であると思いますので、その実現に

も努力してまいりたいと考えました。 

今回の視察を終えまして、須賀川市議会が直面している、諸課題についての解

決策の一助となるということを念頭に、「議会改革」に邁進してまいりたいと思

います。 

 

（４） 鈴木洋二 

掛川市議会は基本条例として理念先行型で議会報告会を積極的に進めていま

す。説明と意見聴取を行い、説明責任を果たすとともに市民の意見を把握し、議

会活動に反映させています。 

議会報告会は市内３会場で行い動画配信も併せて実施しています。議員が７

人ずつ３班編成で各班に常任委員会から２人以上ずつ配置。 

内容は議会活動、予算、その他市政に関する報告。議員活動及び市政に関する

意見交換など積極的に進めています。 

また、議会報告会での市民の声を活かすために会場運営等の反省会と各会場

の市民意見の共有を図り、議会活動に反映、市への政策提言、市民への報告など

議会活動が市民に伝わるように進めていることはとても評価できます。 

須賀川市議会においても市民への情報発信、市民からの意見聴取の方法など

参考になる事例です。今後の議会活動で検討していきたいと感じました。 

 

（５） 柏村修吾 

合併後議会改革活性化に取り組み主な経緯として 

平成２０年 ７月 議員定巣削減として 30 議席から 24 議席とし、議会の内

容をより多くに市民に知ってもらうため 11 月にはインタ

ーネット中継を導入 

平成２５年１０月 議員報告会を市内９会場で開始 

平成２６年 １月 政策討論会開始 

平成２８年１２月 議員定数を 24議席から 21議席・手話通訳ネット中継（令

和元年本格運用） 

令和 ２年    議員報酬条例一部改訂 

令和 ３年    欠席事由の明文化・タブレット導入 

令和 ８年    全員協議会の録画配信実施          等 

合併後様々な面で会議の内容を広く市民に理解していただくように創意工夫

し活性化を図っている。人口の規模の差はあるにしても本市にも参考となる内

容が多々あった。定数削減には議会改革を繰り返しながら行い定数の議論に至



っている。ただ議席削減を行っても報酬については何年も据え置きになってい

た。 

参考になる内容として議員は常に活動内容を市民に向け発信し顔の見える身

近な議会、すなわち議員がどのような仕事をし、会話する姿を見せることが重要

であると感じる。また、議員はある種エキスパートである必要性を感じた。 

 

  



＜掛川市 視察風景＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  



愛知県西尾市「地域公共交通計画について」 

 

１ 日    時 令和８年７月２２日（水）１３時３０分から１５時００分 

 

２ 場  所 西尾市役所本庁舎 

 

３ 説 明 者 西尾市議会 議長  

      西尾市議会事務局 議事課  

      西尾市市民部地域つながり課 

 

４ 概  要 

西尾市は、１市３町の合併により人口約 17万人の広大な市域を持ち、旧町毎

に生活圏が分かれる特徴がある。このため、多層的な交通ネットワークと地域特

性に応じた移動支援策が必要とされている。 

公共交通は幹線交通の鉄道（名鉄西尾線・蒲郡線）、準幹線の路線バス、支線

のコミュニティバス「六万石くるりんバス」に加え、交通空白地帯対策として「い

こまいかー」やＡＩ活用の「相乗りタクシー」を導入している。これにより市街

地の路線バス運行と郊外のデマンド型タクシーによる柔軟な移動支援を両立さ

せている。 

「いこまいかー」は小学校区単位で目的地を設定し、日常生活施設への移動を

支援するタクシーサービスである。西尾地区では交通結節点を補完する役割を

担う。吉良・幡豆地区ではドア・ツー・ドア方式を採用。事前登録制で 1 運行

300円とし、免許返納者は 200円と費用負担も抑えられている。 

一方、一色地区の「相乗りタクシー」はＡＩが予約をマッチングし最適ルート

を自動計算している。ＬＩＮＥアプリや電話により 24時間予約可能で、高齢者

らデジタル弱者にも配慮した電話予約窓口も維持されており、限られた車両で

効率的な運行を実現し、運行コスト削減と利用者利便性向上につなげている。 

背景として、名鉄西尾・蒲郡線の利用減少による赤字及び老朽化、運転手不足

やタクシー供給不足といった課題がある。これに対し、地域ごとに適切な交通手

段を明確に住み分ける「西尾モデル」を構築し、効率と利便性の両立を図った。 

将来的には、行政が公共交通を社会基盤として強く位置付け、ＡＩ配車やＭａ

ａＳなどデジタル技術を活用した効率化、広域連携による交通ネットワークの

強化、担い手確保と利用促進に注力していく。高齢者割引や乗り継ぎ支援など交

通弱者配慮や既存インフラの有効活用も重視している。 

全体として、西尾市の公共交通計画と移動支援策は、地域特性を踏まえた多層

的ネットワーク形成とデジタル技術導入による効率性・利便性向上を両立し、地



方都市の先進的なモデルとして注目されている。 

 

５ 所  感 

（１） 市村喜雄 

国では、「地方公共交通活性化再生法」改正案が成立しました。改正案は鉄道

再構築事業への更なる支援、バス、タクシー、公共ライドシェアに係る「交通空

白」等について、地域の輸送資源をフル活用して解消する、自動車地域旅客運送

サービス再構築事業を支援しようというものです。 

市町村が協力·連携を図るべき地域の関係者として、学校、病院、福祉施設、

商業施設等の利用者の送迎サービスを行う者を追加し、事業実施への協力に係

る努力義務を規定しました。 

バス会社の経営は非常に厳しい状況にあります。鉄道事業や乗合バス事業の

赤字を補助するという発想ではなく、地方の存続として考えるべきです。 

課長は、地域交通を持続可能な社会基盤とするためには、地域つながり課だけ

の課題解決問題ではないと訴えていました。 

コンパクトプラスネットワークの設計では、公共交通を、一つ一つの交通機関

ではなく、移動全体として設計することが必要に迫られていると考えます。 

 

（２） 鈴木正勝 

西尾市では、市民部地域つながり課の手島政仁課長、石川泰弘課長補佐、鈴木

恵主幹から、事前に申出をした質問事項について説明を受け、質疑応答を行った。 

西尾市では、平成 25 年４月から西尾市地域公共交通活性化協議会を設置し、

毎年の開催回数を多く取って、実態把握などに繋げている。また、令和４年度以

降は、市内の地区ごとに住民参加による地区公共交通協議会を設置し、地区内の

公共交通ネットワーク、運行方法等について検討し、市との協議により実行する

体制を整えている。 

特徴は、タクシーを活用した「いこまいかー」の二つの方法があり、一つの方

法として、目的地を小学校区単位で設定し、コミバスを運行する西尾地区は、自

宅と交通結節点との移動を補完するファースト・ラストワンマイルサービスが

ある。二つ目の方法として、コミバスを運行しない吉良・幡豆地区では、自宅か

ら目的地まで直接結ぶ「ドア・ツー・ドア」方式を採用している。 

また、新たな挑戦として、一色地区では、ＡＩ活用型「相乗りタクシー」を令

和７年 10月より本格運用している。この、タクシーの相乗りシステムをＡＩに

より最適化した革新的なシステムは、愛知県内の自治体で初の試みで、①「スマ

ホのＬＩＮＥアプリから 24時間予約受付」、②「到着時間のリアルタイム通知」、

③「電話予約の併用」により利便性の向上が図られるとともに、ＡＩデマンドシ



ステムの導入効果として、最適ルートの自動計算、生産性の向上、データの可視

化などがあり、将来の交通計画策定に活用していくとしている。 

調査を通して感じたことは、地域公共交通の在り方は、各地域のニーズに沿っ

た方法を地域住民参加の下で協議していくことが重要だと思った。また、須賀川

市においても、オンデマンド交通「ちょこすか」の他域への展開や乗合タクシー

の活用拡大策などの議論を深めていく上で、大変参考になる調査となった。 

 

（３） 石堂正章 

愛知県西尾市は、人口約 17万人、西尾市、一色町、吉良町、幡豆町の１市３

町が合併した、愛知県内でも有数の広大な市域を持つ自治体として発展してい

る市であります。 

今回の調査内容である「地域公共交通」については、その広大な市域に集落が

分散しており、旧市・町内単位での生活圏を維持しつつ、新市全体としての交通

ネットワーク構築が、地理的課題として求められているそうです。 

その「地域特性に応じた多層的な交通ネットワーク構築」においての目指す姿

としては、「鉄道と連携したバスやタクシーのモーダルミックスによる、市民の

多様な移動ニーズに対応した公共交通ネットワーク構築」を基本姿勢として、事

業推進をしているそうであります。 

全体的な印象としましては、大都市ならではの財政的な裏付けと人材の投入

が図られている感じを持ちましたが、その考え方は大いに勉強になると思いま

した。 

東西に長い市域である本市須賀川市とは若干の違いはありますが、鉄道、バス、

タクシーを有機的に繋げ、その地域ごとの特性に合わせての運用は、担当者の

方々が持っている「自分事としての市民サービスへの取り組み精神」が大いに感

じられ、やはり人材育成が重要な要素であり、例えば有用な施策実行を遂行して

いくための「プロジェクトチーム」を構成していく中で、「リーダーとスタッフ」

のバランスの良い選出と育成などが、非常に重要な取組になると改めまして確

認したところであります。 

ただ西尾市においても課題としては、人口構造の変化、運転手不足、利便性と

効率性との両立、公平性、デジタル技術の導入、財政措置と財源確保などがある

とのことでしたので、持続可能な地域公共交通を目指す本市としても通じるも

のがあると感じました。 

本市須賀川市が長沼・岩瀬地区で推進している「ちょこすか」を始めとして、

現在導入している乗り合いバス・タクシー制度を、いかに発展させ、持続可能な

地域公共交通として推進していくことに関します、一つの参考になる視察研修

であったと考えました。 



西尾市との地域特性などの違いがありますので、今回の行政視察内容を、その

まま須賀川市に当てはめることはできませんが、ここでもやはりその「考え方・

取り組み方」を最大限に活用することなどについては、大いに利用させていただ

くことが可能だと考えましたので、当局と共に熟慮を重ねていくことを念頭に

おいて、本市での目指すべき体制の構築に向けて、西尾市における行政視察の内

容を最大限に活かしていきたいと思います。 

 

（４） 鈴木洋二 

地域特性に応じた「最適解」の追求と鉄道存続への挑戦 

西尾市、一色町、吉良町、幡豆町の１市３町が合併し、新「西尾市」になりま

した。鉄道、路線バスなど幹線は通勤・通学などを支えています。またくるりん

バス（西尾地区のみ運行）が支線を支えています。市が広くなったことで空白が

でき解消のためいこまいかー・相乗りタクシーが補完しています。 

いこまいかー・コミバスを運行しない吉良町・幡豆地区で自宅から目的地まで

を直接結ぶ「ドア・ツー・ドア」方式を採用し移動手段をもたない方のサポート

をしています。料金は１運行 300 円でシンプルで安価な料金設定になっていま

す。一色地区の課題はコミュニティバスが限界で費用負担が大きいこと。 

そこで新たな挑戦、ＡＩ活用型相乗りタクシーの採用で官民連携の推進ニア

ミーと連携。タクシーの乗車予約をマッチングし効率的なルートを自動生成す

る愛知県内の自治体で初の試みをしています。 

スマホのＬＩＮＥアプリからいつでも予約可能でリアルタイム通知、また高

齢者向けに電話対応もしています。その結果システムのランニングコストが年

500万円かかるが以前のコミバスの運行に比べ安価になっています。 

西尾市の取組は須賀川市で参考になる事例だと感じてきました。 

 

（５） 柏村修吾 

本市においても公共交通として現在長沼地区に導入されている「ちょこすか」

がある。 

西尾市は人口約 17万人であるが広大な地域に集落が分散している特徴があり

交通ネットワーク構築が求められている。その中で支線として「くるりんバス

（西尾駅を拠点に市街地や各地域を巡回する定時定期路線）」や小学校区単位で

運用されている交通空白解消として「いこまいかー（タクシーを利用したもので

自宅と交通結節点との移動を補完した）」や「相乗りタクシー」がある。 

「いこまいかー」の利用金額は一回 300円（免許返納者は 200円）で予約時刻

に自宅前で待機すれば迎えに来るシステムになっている。 

本市の「ちょこすか」に近い運用方式になっているのは「いこまいかー」で料



金・予約方法にしても参考になる内容である。西尾市内のタクシー会社も３社の

うち２社が協力して 35台のタクシーを確保している。課題としては運転手不足

が挙げられている。 

本市においても「ちょこすか」は協力者を募り講習を受け運転業務に当たって

いる。以前よりは地域を拡大してスムーズな運用になりつつある。 

今後この活用を市内全体に広めるために課題を洗い出し一つ一つ解決が必要

である。 

課題解決として現在本市では長沼地区全体をカバーするようになっただけで

他地区においても必要性を感じる。福島交通を本線として支線への交通網を整

備しなければならない、そのためにも参考になるシステムであった。 

 

  



＜西尾市 視察風景＞ 

 

 

 

 

 

 

 


